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 別記１  

調査書並びに学習成績分布表及び個人成績一覧表の作成 

 調査書並びに学習成績分布表及び個人成績一覧表の作成に当たっては、各中学校において、校長を委員

長とし、学年主任、学級担任等を委員とする作成委員会を組織し、次に示す調査書並びに学習成績分布表

及び個人成績一覧表作成上の注意に従って厳正に作成しなければならない。 

 
 
 
 
 
 
１ 調査書の記入に当たっては、中学校生徒指導要録の「記入上の注意」を参考とする。 

２ 令和６年１２月末日現在で作成し、校長証明欄の日付は１月以降とする。また、記入事項がない場合

には記号「／」を記入するか、斜線（／）を引くか、又は「特記事項なし」と記入して、空欄は残さな

い。 

なお、パソコン、ゴム印等を用いてもよい。 

３ ＊印の欄は、記入しない。 

４ 各項目の記入 

⑴ 学籍の記録 

平成・令和の別、入学・転入学・編入学の別、及び卒業見込み・卒業の別については、該当する 

文字を○で囲むこと。 

⑵ 教科の学習の記録 

ア 第１学年及び第２学年の教科の評定は、中学校生徒指導要録記載のものを転記する。 

イ 第３学年の教科の評定は、目標に準拠した５段階評価とし、必修教科（外国語については必修  

及び全ての生徒が共通に履修するもの。）について、記入する。 

また、過年度卒業者については、中学校生徒指導要録記載のものを転記し、併せて、最近の 

転入学等のため転入学前の中学校等の評定による者については、その評定を記入し、それぞれその

旨を備考の欄に記入する。 

なお、他都道府県からの志願者（埼玉県又は茨城県の本県隣接学区内の公立中学校に在籍する者

を除く。）については、当該都道府県所定の段階と配分によったものを記入してもよい。ただし、

その場合は、その旨を備考の欄に記入する。 

ウ 教科の評定の合計の欄には、各学年の各教科の評定の合計値を記入し、全学年の計の欄には、第

１学年から第３学年までの各教科の評定の合計値を記入する。 

エ 備考の欄には、各教科について特記すべき事項があれば記入するものとし、各教科の評定に一つ

でも記号「／」又は斜線（／）の記入がある者については、その理由等を記入する。また、観点別

学習状況の評価について特記すべき事項があれば記入する。 

⑶ 総合的な学習の時間の記録 

総合的な学習の時間の学習活動を記入する。 

⑷ 出欠の記録 

不登校の生徒が教育支援センター等学校外の施設において相談・指導を受け、そのことが当該 

生徒の学校復帰のために適切であると校長が認め、出席扱いとした場合には、欠席の主な理由等欄に、

出席扱いとした日数及び生徒が通所又は入所した学校外の施設名を記入する。 

⑸ 行動の記録 

「基本的な生活習慣」等の項目に対する評定の欄は、各教科、特別活動、総合的な学習の時間、

その他学校生活全体にわたって認められる生徒の行動について、第３学年のそれぞれの項目ごとに 

その趣旨に照らして十分満足できると判断される場合には、○印を記入する。また、そうでないと 

調査書作成上の注意 



- 74 - 

判断される場合については、記号「／」を記入するか、斜線（／）を引き、空欄は残さない。 

 ⑹ 特別活動の記録 

特別活動の記録については、項目ごとに、生徒の活動状況等で顕著な事実があれば記入する。 

 ⑺ 部活動の記録 

部活動においては、活動期間の長いものから具体的に記入する。なお、それぞれ活動期間を 

（３年間）、（１～３年）などと記入する。また、大会等の成績についても記入する。 

⑻ 特記事項 

 ア 取得資格、学校内外における奉仕活動、表彰を受けた行為や活動、運動能力測定の記録など、

特記すべき事項があれば記入する。 

イ 編入学、就学猶予、原級留置に該当する場合はその旨と事由を、過年度卒業の場合は卒業後の 

状況を記入する。 

 ⑼ 総合所見 

   下記のア～オについて、２００字を超えない程度で記入する。 

ア 各教科の学習や総合的な学習の時間に関する所見 

イ 行動に関する所見 

ウ 特別活動に関する所見 

エ 進路指導に関する事項 

オ その他 

５ 中学校卒業後、５年を経過した者については、調査書に代えて卒業証明書を作成する。 

６ 調査書を志願者が高等学校へ提出する際には、厳封すること。ただし、中学校が調査書等を高等学校

へ提出する際には、志願者ごとの厳封は不要とする。 
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１ 学習成績分布表（様式２の⑴）の提出については、千葉県内の公立中学校（特別支援学校の中学部を

除く。）及び埼玉県又は茨城県の本県隣接学区内の公立中学校（特別支援学校の中学部を除く。）に在籍

する者のみとする。 

２ 学習成績分布表は、卒業の見込みのない者、最近の転入学等のため転入学前の中学校等の評定による

者及び特別支援学級の評価を受けた教科がある者を除いた第３学年に在籍する生徒のうち、中学校評定

合計平均値に加えた生徒についての集計表である。 

なお、各段階の百分率は、小数第１位まで（小数第２位を四捨五入）記入する。 

  また、中学校評定合計平均値の欄には、当該志願者の在籍する中学校の第３学年（義務教育学校に  

あっては、後期課程の第３学年）に在籍する生徒の調査書中の国語、社会、数学、理科、音楽、美術、

保健体育、技術・家庭及び外国語（外国語については必修及び全ての生徒が共通に履修するもの。）の 

評定の全学年の合計値の平均値を整数（小数第１位を四捨五入）で記入する。 

 

 

 

 

 

 

１ 個人成績一覧表（様式２の⑵）の提出については、千葉県内の公立中学校（特別支援学校の中学部を

除く。）に在籍する者のみとする。 

２ 個人成績一覧表における各教科の評定の記載は、 調査書作成上の注意  の４の⑵による。 

  また、入学志願者の各教科の評定は、調査書中の各教科の評定と同じでなければならない。 

３ 個人成績一覧表は、卒業見込みのない者及び特別支援学級在籍者のうちで志願しない者を除いた第３

学年に在籍する生徒全員（最近の転入学等のため転入学前の中学校等の評定による者及び特別支援学級

在籍者のうちで志願する者を含む。）について記入する。 

⑴ 一覧表番号の欄には、表に記入されている者全員について、一連番号を記入する。 

⑵ 学級１枚としてもよい。 

⑶ 中学校評定合計平均値に加えた者については、教科の全学年の計の合計値を評定合計の欄に、また、

中学校評定合計平均値に加えていない者については、教科の全学年の計の合計値を参考値の欄にそれ

ぞれ記入する。 

⑷ 備考の欄には、中学校評定合計平均値に加えていない者について、その理由を記入する。 

４ 中学校の校長は、令和６年１２月末日現在で作成した個人成績一覧表の電子データ（Microsoft○RExcel○R
で作成）を、令和７年１月１４日（火）までに教育事務所長（ただし、千葉市立の中学校については、千葉市  

教育委員会教育長）にパスワードをかけてメール又は校務支援システム等により提出する。提出方法に

ついては、各教育事務所又は千葉市教育委員会の指示に従うこと。 

５ 各教育事務所長及び千葉市教育委員会教育長は、管内又は管下の中学校について中学校評定合計 

平均値等を確認し、その結果を令和７年１月２１日（火）までに各中学校の校長及び千葉県総合教育 

センター所長に報告する。 

６ 中学校の校長は、各教育事務所長又は千葉市教育委員会教育長の確認を受けた中学校評定合計平均値

を学習成績分布表の所定の欄に記入する。 

学習成績分布表作成上の注意 

個人成績一覧表作成上の注意及び中学校評定合計平均値

の事前確認（県内の公立中学校のみ） 
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 別記２  

県立高等学校通学区域に関する規則 

 
（昭和４９．８．２３教育委員会規則第９号） 
 （趣旨）                        
第１条 この規則は、県立の高等学校（以下「高等学校」という。）の通学区域（以下「学区」という。） 
に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （学区） 
第２条 全日制の課程の普通科の学区は、千葉県立千葉女子高等学校及び千葉県立木更津東高等学校以外
の高等学校にあっては別表のとおりとし、千葉県立千葉女子高等学校及び千葉県立木更津東高等学校に
あっては県内全域とする。 

２ 全日制の課程の専門教育を主とする学科（専攻科を含む。）及び総合学科並びに定時制の課程の学区
は、県内全域とする。 

 （入学の志願） 
第３条 高等学校に入学しようとする者（以下「志願者」という。）は、次の各号に掲げる学区内の高等
学校を志願しなければならない。 
⑴ 志願者及び保護者（親権者又は後見人をいう。）の居住する市町村が属し、かつ、志願者の在籍す

る中学校若しくは義務教育学校又は志願者の卒業した中学校若しくは義務教育学校の所在する市町
村（以下「所在市町村」という。）が属する学区 

⑵ 前号に掲げる学区に隣接する学区 
２ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第７１条の規定により高等学校における教育と一貫した教育
を行う中学校に在学する者であって当該中学校における教育と一貫した教育を行う高等学校に入学しよ
うとするものは、前項の規定にかかわらず、当該高等学校を志願することができる。 

 （転、編入学） 
第４条 前条第１項の規定は、所在市町村に係る事項を除き、高等学校に転学又は編入学しようとする者
に準用する。 

 （志願の特例） 
第５条 前２条の規定により志願すべき高等学校を決めることができない者又は特にやむを得ない事情の
ある者は、千葉県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）の承認を受けていずれかの学区内の高等
学校を志願することができる。 

 （委任） 
第６条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は教育長が別に定めるものとす
る。 

   附 則 （抄） 
 （施行期日） 
１ この規則は、昭和４９年１２月１日から施行する。 
 （公立高等学校通学区域に関する規則の廃止） 
２ 公立高等学校通学区域に関する規則（昭和３１年千葉県教育委員会規則第２０号）は、廃止する。 
   附 則（平成２８年３月３１日教育委員会規則第７号） 
１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
別表（第２条第１項） 

番号 学区名 所  属  市  町  村  名 
１ 第１学区 千葉市 
２ 第２学区 市川市 船橋市 松戸市 習志野市 八千代市 浦安市 
３ 第３学区 野田市 柏市 流山市 我孫子市 鎌ケ谷市 
４ 第４学区 成田市 佐倉市 四街道市 八街市 印西市 白井市 富里市 印旛郡内全町 
５ 第５学区 銚子市 旭市 匝瑳市 香取市 香取郡内全町 
６ 第６学区 東金市 山武市 大網白里市 山武郡内全町 
７ 第７学区 茂原市 勝浦市 いすみ市 長生郡内全町村 夷隅郡内全町 
８ 第８学区 館山市 鴨川市 南房総市 安房郡内全町 
９ 第９学区 木更津市 市原市 君津市 富津市 袖ケ浦市 

 



鎌ケ
谷市

我孫子市

松戸市

柏市

習志野市

栄町

印西市
成田市

香取市

浦安市

四街道市

佐倉市

白井市

千葉市

山武市

東金市

大網白里市

白子町

長生村

一宮町
睦沢町

茂原市長柄町

長南町

御宿町

勝浦市

鴨川市鋸南町

南房総市

館山市

君津市

木更津市

袖ケ浦市

いすみ市

匝瑳市

旭市 銚子市

野
田
市

流
山
市

八
千
代
市市

川
市

船
橋
市

八
街
市

酒
々
井
町

富
里
市

芝
山
町

多
古
町

神
崎
町

東
庄
町

横
芝
光
町

九
十
九
里
町

大
多
喜
町

市
原
市

富
津
市

①
⑥

②

④
⑤

③

⑦⑨

⑧

学

区

番

号

市
町
村
境
界

学

区

境

界

○

① ①②④⑥⑦⑨

居
住
学
区

志願可能な

高等学校の

所在学区

② ①②③④

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

②③④

①②③④⑤⑥

④⑤⑥

①④⑤⑥⑦

①⑥⑦⑧⑨

⑦⑧⑨

①⑦⑧⑨

県立高等学校全日制の課程普通科通学区域図

- 77 -



- 78 - 

 別記３  

千葉県県立高等学校入学志願の特例に関する規程 

（昭和４９．１０．１８教育委員会教育長告示第２号）、（最終改正 平成１６．５．２８教育委員会教育長告示第５号） 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、県立高等学校通学区域に関する規則（昭和４９年千葉県教育委員会規則第９号。 

以下「規則」という。）第６条の規定により、規則第５条の規定による志願の特例について必要な事項を

定めるものとする。 

 （承認権限の委任） 

第２条 千葉県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、規則第５条に規定する承認の権限を入学

の志願を受ける高等学校の校長に委任する。 

 （承認に係る手続） 

第３条 前条に規定する高等学校の校長の承認を受けて入学を志願しようとする者は、次の各号に掲げる

書類を入学願書に添えて当該校長に提出しなければならない。ただし、隣接県公立高等学校入学志願者 

取扱協定及び細部協定に基づき、埼玉県又は茨城県の本県隣接学区内から本県のそれぞれに隣接する 

学区内の高等学校を志願する場合は、この限りではない。 

⑴ 当該高等学校を志願することのやむを得ない事情を証する在籍（出身）中学校長等の証明書 

⑵ 入学後当該学区内から通学させる旨を証する保護者の誓約書 

⑶ 千葉県公立高等学校入学者選抜実施要項に定める書類 

⑷ その他当該校長が必要と認める書類 

 （承認の取消し） 

第４条 校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が虚偽の方法により承認を受けたものであること

が明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

   附 則 

 この告示は、公示の日から施行する。 
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 別記４  

市立高等学校の通学区域に関する規則等 

１ 千葉市 

⑴ 千葉市立高等学校管理規則 

（通学区域） 

第３条の２ 学校の通学区域は、次のとおりとする。 

⑴ 普通科 千葉市内全域 

⑵ 理数科及び国際教養科 千葉県内全域 

（入学の志願及び募集等） 

第２５条の２ 学校に入学を志願することができる者は、普通科にあっては、本人及び保護者が本市に

居住する者とし、理数科及び国際教養科にあっては、本人及び保護者が千葉県内に居住する者とする。 

２ 前項の規定により学校に入学を志願することができない者又は特にやむを得ない事情のある者は、

当該学校の校長の承認を受けて学校に入学を志願することができる。 

３ 生徒の募集及び入学者の選抜の方法等については、この規則に定めるもののほか、毎年教育委員会が

定め、あらかじめこれを告示する。 

⑵ 千葉市立高等学校等の入学志願の特例に係る手続に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、千葉市立高等学校管理規則（昭和３９年千葉市教育委員会規則第５号。以下「高等

学校規則」という。）第２５条の２第２項の規定による千葉市立高等学校（以下「高等学校」という。）

及び千葉市立中等教育学校管理規則（令和３年千葉市教育委員会規則第６号。以下「中等教育学校規則」

という。）第３１条第３項の規定による千葉市立稲毛国際中等教育学校（以下「中等教育学校」という。）

の入学の志願の特例に係る手続について必要な事項を定めるものとする。 

（承認に係る手続） 

第２条 高等学校規則第２５条の２第２項又は中等教育学校規則第３１条第３項の規定により校長の承認

を受けて高等学校又は中等教育学校に入学を志願しようとする者は、次の各号に掲げる書類を入学願書

に添えて当該学校の校長に提出しなければならない。 

⑴ 当該学校を志願することについてのやむを得ない事情を証する在籍（出身）中学校又は在籍小学校

等の校長の証明書 

⑵ 入学後は当該学校の通学区域内から通学させる旨を証する保護者の誓約書 

⑶ 千葉市立千葉高等学校第１年次入学者選抜要項又は千葉市立稲毛国際中等教育学校入学者募集要項

に定める書類 

⑷ その他当該学校の校長が必要と認める書類 

（承認の取消し） 

第３条 校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が虚偽の方法により承認を受けたものであること

が明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 

 

２ 習志野市 

⑴ 習志野市立高等学校通学区域に関する規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、習志野市立高等学校（以下「市立高校」という。）の通学区域について必要な事項を

定めるものとする。 

 （通学区域） 

第２条 市立高校の通学区域は、次のとおりとする。 

 ⑴ 普通科の通学区域は、習志野市、八千代市、船橋市、浦安市、市川市、松戸市、千葉市、野田市、

柏市、流山市、我孫子市、鎌ケ谷市、成田市、佐倉市、四街道市、八街市、印西市、白井市、富里市

及び印旛郡内全町とする。 
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 ⑵ 商業科の通学区域は、県内全域とする。 

 （入学の志願） 

第３条 市立高校に入学（転入学及び編入学を含む。以下同じ。）を志願しようとする者は、本人及びその

保護者（親権者又は後見人をいう。）が前条に規定する通学区域に居住する場合に入学の志願をすること

ができる。 

 （志願の特例） 

第４条 前条に規定する以外の者で、やむを得ない事情のある者は、教育長の承認を受けて入学を志願  

することができる。 

 （委任） 

第５条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

   附 則（抄） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成１３年４月１日以後に入学する者から適用する。 

⑵ 習志野市立高等学校入学志願の特例に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、習志野市立高等学校通学区域に関する規則（平成１２年教育委員会規則第１６号。

以下「規則」という。）第４条の規定に基づき、入学志願の特例について必要な事項を定めるものとする。 

 （承認権限の委任） 

第２条 教育長は、規則第４条に規定する承認の権限を習志野市立高等学校（以下「市立高校」という。）

の校長に委任する。 

 （承認に係る手続） 

第３条 前条に規定する市立高校の校長の承認を受けて入学を志願しようとする者は、次に掲げる書類を

入学願書に添えて市立高校の校長に提出しなければならない。 

 ⑴ やむを得ない事情を証する在籍（出身）中学校長等の証明書 

 ⑵ 入学後、通学区域内から通学させる旨を証する保護者（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

１６条の保護者をいう。ただし、入学を志願しようとする者が成年に達している場合は、同条の保護

者に準ずる者とする。）の誓約書 

 ⑶ 千葉県公立高等学校入学者選抜実施要項に定める書類 

 ⑷ その他市立高校の校長が必要と認める書類 

 （承認の取消し） 

第４条 市立高校の校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が虚偽の方法により承認を受けた者で

あることが明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

   附 則 

 この告示は、公示の日から施行する。 

 

３ 船橋市 

⑴ 船橋市立高等学校の通学区域に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、船橋市立高等学校（以下「高等学校」という。）の通学区域（以下「学区」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（学区） 

第２条 普通科の学区は、船橋市、市川市、松戸市、習志野市、八千代市、浦安市、千葉市、野田市、柏

市、流山市、我孫子市、鎌ケ谷市、成田市、佐倉市、四街道市、八街市、印西市、白井市及び富里市並

びに印旛郡内全町全域とする。 

２ 商業科及び体育科の学区は、千葉県全域とする。 

（入学の志願） 

第３条 高等学校に入学を志願することのできる者は、本人及び保護者（親権者又は後見人をいう。以下

同じ。）が学区内に居住し、かつ、本人が学区内に所在する中学校若しくは義務教育学校に在籍し、又は

これらを卒業したものとする。 

（編入学） 

第４条 高等学校に編入学を志願することのできる者は、本人及び保護者が学区内に居住しているものと
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する。 

（志願の特例） 

第５条 前２条の規定にかかわらず、教育長が特にやむを得ない事情があると認めた者は、高等学校を  

志願することができる。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則（平成２８年３月３１日教委規則第４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過処置） 

２ 改正後の第２条第１項の規定は、平成２８年４月１日以降に入学を志願する者及び編入学を志願する

者(学年による教育課程の区分を設けない課程（以下｢単位制による課程」という。）に編入学を志願する

者に限る。）に係る学区について適用し、この規則の施行の際現に在学している者、平成２８年４月１日

から平成２９年３月３１日までに入学する者及び平成２８年４月１日以降に編入学を志願する者（単位

制による課程に編入学を志願する者を除く。）に係る学区については、なお従前の例による。 

 ⑵ 船橋市立高等学校入学志願の特例に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、船橋市立高等学校の通学区域に関する規則（平成１２年教育委員会規則第３号。以

下「規則」という。）第６条の規定に基づき、規則第５条の規定による志願の特例について必要な事項を

定めるものとする。 

（承認権限の委任） 

第２条 教育長は、規則第５条に規定する承認の権限を船橋市立高等学校（以下「高等学校」という。）の

校長に委任する。 

（校長承認の申請手続） 

第３条 前条の規定により高等学校の校長に入学志願の承認を受けようとする者は、次の各号に掲げる書

類を入学願書に添えて高等学校の校長に提出しなければならない。 

⑴ 高等学校を志願することのやむを得ない事情を証する在籍（出身）中学校長等の証明書 

⑵ 入学後、通学区域内から通学させる旨を証する保護者の誓約書 

⑶ 千葉県公立高等学校入学者選抜実施要項の定める書類 

⑷ その他高等学校の校長が必要と認める書類 

（承認の取消し） 

第４条 校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が、虚偽の方法により承認を受けたものであるこ

とが明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

附 則 

この要綱は、平成１６年９月１日から施行する。 

 

４ 松戸市 

⑴ 松戸市立高等学校通学区域に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、松戸市立高等学校（以下「市立高校」という。）の通学区域について定めるものと  

する。 

（通学区域） 

第２条 市立高校の通学区域は、次のとおりとする。 

⑴ 全日制の課程の普通科 松戸市、市川市、船橋市、習志野市、八千代市、浦安市、千葉市、野田市、

柏市、流山市、我孫子市、鎌ヶ谷市、成田市、佐倉市、四街道市、八街市、印西市、白井市及び富里

市並びに印旛郡内全町全域 

⑵ 全日制の課程の国際人文科 県内全域 

（入学の志願） 
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第３条 市立高校は、入学（転入学及び編入学を含む。以下同じ。）を志願しようとする者及びその保護者

（親権者又は後見人をいう。）が前条に規定する通学区域に居住する場合に入学の志願をすることがで

きる。ただし、特別な事情がある者は、教育長の承認を受けて入学を志願することができる。 

（委任） 

第４条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成31年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の松戸市立高等学校通学区域に関する規則第２条第１号の規定は、施行日以後

に入学する者及び編入学（転入学を含む。以下同じ。）する者（学年による教育課程の区分を設けない課

程（以下「単位制による課程」という。）に編入学する者に限る。）に係る通学区域について適用し、施

行日において現に在学している者、施行日の前日までに入学する者及び施行日以後に編入学する者（単

位制による課程に編入学する者を除く。）に係る通学区域については、なお従前の例による。 

⑵ 松戸市立高等学校入学志願の特例に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、松戸市立高等学校通学区域に関する規則（平成１２年松戸市教育委員会規則第３号。

以下「規則」という。）第３条ただし書の規定に基づき、志願の特例について必要な事項を定めるものと

する。 

（承認権限の委任） 

第２条 松戸市教育委員会教育長は、規則第３条ただし書きに規定する承認の権限を入学の志願を受ける

市立高等学校の校長に委任する。 

（承認手続） 

第３条 前条に規定する高等学校の校長の承認を受けて入学を志願しようとする者は、次の各号に掲げる

書類を入学願書に添えて当該校長に提出しなければならない。ただし、隣接県公立高等学校入学志願者

取扱協定及び細部協定に基づき、埼玉県の隣接学区内から松戸市立高等学校を志願する場合は、この限

りでない。 

⑴ 松戸市立高等学校（入学者選抜、転・編入学）志願証明書（第１号様式） 

⑵ 誓約書（第２号様式） 

⑶ 松戸市立高等学校入学者選抜要項に定める書類 

⑷ その他当該校長が必要と認める書類 

（承認の取消し） 

第４条 校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が虚偽の方法により承認を受けたものであること

が明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年７月１３日より施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の松戸市立高等学校入学志願の特例に関する要綱第３条第１号の規定は、施行

日以後に入学する者及び編入学（転入学を含む。以下同じ。）する者（学年による教育課程の区分を設け

ない課程（以下「単位制による課程」という。）に編入学する者に限る。）に係る入学志願について適用

し、施行日において現に在学している者、施行日の前日までに入学する者及び施行日以後に編入学する

者（単位制による課程に編入学する者を除く。）に係る入学志願については、なお従前の例による。 

 

５ 柏市 

⑴ 柏市立高等学校通学区域規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、柏市立高等学校（以下「市立高等学校」という。）の通学区域（以下「学区」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（学区） 

第２条 市立高等学校の学区は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 
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 ⑴ 普通科 柏市、市川市、船橋市、松戸市、野田市、成田市、佐倉市、習志野市、流山市、八千代市、

我孫子市、鎌ケ谷市、浦安市、四街道市、八街市、印西市 、白井市及び富里市並びに印旛郡内全町の

区域 

 ⑵ スポーツ科学科 千葉県全域 

（入学の志願） 

第３条 市立高等学校に入学しようとする者は、本人及び保護者（親権者又は後見人をいう。）が前条各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める学区内に居住する場合に限り、志願することができる。 

（転入学等） 

第４条 前条の規定は、市立高等学校に転入学し、又は編入学しようとする者に準用する。 

（志願の特例） 

第５条 前２条の規定により志願することができない者であって特にやむを得ない事情のあるものは、別

に定めるところにより、教育長の承認を受けて志願することができる。 

（委任） 

第６条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２３年年４月１日から施行する。 

⑵ 柏市立高等学校入学志願の特例に関する要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、柏市立高等学校通学区域規則（平成１２年柏市教育委員会規則第６号。以下「規則」

という。）第６条の規定により、第５条の規定による志願の特例に関し必要な事項を定めるものとする。 

（承認権限の委任） 

第２条 柏市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、規則第５条に規定する承認の権限を市立高

等学校の校長に委任する。 

（承認に係る手続き） 

第３条 前条に規定する市立高等学校の校長の承認を受けて入学を志願しようとする者は、次の各号に掲

げる書類を入学願書に添えて校長に提出しなければならない。ただし、隣接県公立高等学校入学志願者

取扱協定及び細部協定に基づき、埼玉県又は茨城県の本県隣接学区内から柏市立高等学校を志願する場

合は、この限りではない。 

⑴ 柏市立高等学校を志願することのやむを得ない事情を証する在籍（出身）中学校長の証明書 

⑵ 入学後当該学区内から通学させる旨を証する保護者の誓約書 

⑶ 千葉県公立高等学校入学者選抜実施要項に定める書類 

⑷ その他校長が必要と認める書類 

２ 校長は、前号の規定による書類の提出が あったときは、入学願書の受理をもって志願を承認したもの

とする。 

（承認の取消し） 

第４条 校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が虚偽の方法により承認を受けたものであること

が明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

（補則） 

第５条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成１６年７月１日から施行する。 

 

６ 銚子市 

⑴ 銚子市立高等学校の通学区域に関する規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、本市が設置する高等学校（以下「高等学校」という。）の通学区域（以下「学区」と

いう。）について定めるものとする。 

 （学区） 

第２条 高等学校の普通科及び理数科の学区は、別表のとおりとする。 

 （入学等の志願） 

第３条 高等学校に入学を志願することができる者は、次の各号の全てに該当する者とする。 
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⑴ 本人及びその保護者（親権者又は後見人をいう。）が前条に規定する学区内に居住していること。 

⑵ 本人が前条に規定する学区内に所在する中学校に在籍し、又はこれを卒業したこと。 

２ 高等学校に転入学又は編入学を志願することができる者は、前項第１号に該当する者とする。 

 （志願の特例） 

第４条 前条の規定にかかわらず、銚子市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）が特にやむを

得ない事情があると認めた者は、高等学校を志願することができる。 

 （委任） 

第５条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、教育長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年１月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

市     町     村     名 

銚子市、成田市、佐倉市、東金市、旭市、四街道市、八街市、印西市、白井市、富里市、匝瑳市、 

香取市、山武市、大網白里市、酒々井町、栄町、神崎町、多古町、東庄町、九十九里町、芝山町、 

横芝光町 

⑵ 銚子市立高等学校入学志願の特例に関する要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、銚子市立高等学校通学区域に関する規則（平成１２年銚子市教育委員会規則第９号。 

以下「規則」という。）第５条の規定により、規則第４条の規定による志願の特例について必要な事項を

定めるものとする。 

 （承認権限の委任） 

第２条 銚子市教育委員会教育長は、規則第４条に規定する承認の権限を入学の志願を受ける銚子市立

高等学校の校長（以下「校長」という。）に委任する。 

 （承認に係る手続） 

第３条 前条の規定による校長の承認を受けて入学を志願しようとする者は、次の各号に掲げる書類を

入学願書に添えて校長に提出しなければならない。ただし、隣接県公立高等学校入学志願者取扱協定

及び細部協定に基づき、茨城県の本市隣接学区内から銚子市立高等学校を志願する場合は、この限りでは

ない。 

⑴ 銚子市立高等学校を志願することのやむを得ない事情を証する在籍（出身）中学校長等の証明書 

 ⑵ 入学後、学区内から通学させる旨を証する保護者の誓約書 

 ⑶ 千葉県公立高等学校入学者選抜実施要項に定める書類 

 ⑷ その他校長が必要と認める書類 

 （承認の取消し） 

第４条 校長は、前条の書類を提出して承認を受けた者が虚偽の方法により承認を受けたものであること

が明らかになったときは、その承認を取り消すものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 
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 別記５  

他都道府県及び海外等からの入学志願手続の説明会 

 県立高等学校の全日制の課程又は定時制の課程を志願する者のうち、志願者及び保護者の居住する 

市町村と志願者が在籍する（卒業した）中学校の所在する市町村が同一学区内にない者、他の都道府県 

及び海外から志願する者は、「県立高等学校通学区域に関する規則」第５条及び「千葉県県立高等学校 

入学志願の特例に関する規程」第２条の規定により、志願する高等学校の校長の承認を受けなければなり

ません。 

 また、県立高等学校の通信制の課程を志願する者のうち、千葉県の区域内に住所を有しない者は、

「県立高等学校通信教育規則」第１３条の規定により、志願する高等学校の校長の承認を受けなければ

なりません。 

 なお、市立高等学校を志願する者は、当該市立高等学校の通学区域を定めた規則等が異なります。 

ついては、下の表のとおり入学志願手続の説明会を行います。詳細は、令和６年９月中旬に千葉県教育委

員会ウェブページで発表する予定です。なお、この説明会に出席しなければ志願ができないということは

ありません。 

 

留意事項 

１ 志願する高等学校の校長の承認を受けようとする者のうち、次の⑴又は⑵に該当する者は、本説明会

ではなく、在籍（出身）中学校において入学志願手続の説明を受けてください。また、⑶に該当する場

合は、在籍中学校に資料を提供します。在籍中学校を通じて千葉県総合教育センター学力調査部に、連

絡をしてください。 

⑴ 千葉県内の中学校から入学を志願する者 

⑵ 埼玉県及び茨城県の本県隣接学区内の中学校から入学を志願する者 

⑶ 千葉県内に一家転住することにより、入学を志願する者 

２ 入学志願手続について不明な点がある場合は、千葉県総合教育センター学力調査部にお問い合わせ 

ください。 
 
Ⅰ 他都道府県及び海外等からの入学志願手続の説明会（Ⅱの対象者を除く） 

（千葉県教育委員会・千葉市教育委員会・市立高等学校を所管する市教育委員会） 

区 分 日       時 場    所 主な対象者 

第１回 令和６年１１月２２日（金） 

１３：３０～ 受付 

１４：００  開会 

千葉県教育会館 

新館 ５０１会議室 

他都道府県及び海外等からの志

願者又は保護者等 第２回 令和６年１２月１６日（月） 

１３：３０～ 受付 

１４：００  開会 

千葉県教育会館 

新館 ５０１会議室 

Ⅱ 海外現地校出身者のための個別説明会（通訳が必要な者を含む） 

（千葉県教育委員会・千葉市教育委員会・市立高等学校を所管する市教育委員会） 

区 分 日       時 場    所 主な対象者 

第１回 令和６年１１月１５日（金） 

１３：００～１６：００ 

 

千葉県総合教育センター 

本館７階 

海外現地校出身の志願者（通訳

が必要な者を含む）又は保護者

等 

※当日は、在留カード、外国に

おける当該生徒の在籍（出身）

中学校長が発行した第９学年の

修了証明書及び成績証明書等の

出願に必要な書類等を持参する

こと。 

第２回 令和６年１２月２４日（火） 

１３：００～１６：００ 

 

千葉県総合教育センター 

本館７階 
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 別記６  

学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号） 

第９５条 学校教育法第５７条の規定により、高等学校入学に関し、中学校を卒業した者と同等以上の 

学力があると認められる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 外国において、学校教育における９年の課程を修了した者 

⑵ 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を 

修了した者 

⑶ 文部科学大臣の指定した者 

⑷ 就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和４１年文部省令第３６号）により、中学校 

を卒業した者と同等以上の学力があると認定された者 

⑸ その他高等学校において、中学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者
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 別記７  

学校教育法施行規則第９５条第１号又は第４号に該当する者 

が出願する場合の提出書類（県立高等学校を志願する場合） 
 
  注 市立高等学校を志願する場合は、当該市教育委員会が定めるところによる。 

１ 第９５条第１号に該当する場合 

書  類  等 摘             要 

⑴ 入学願書 
 
 
 
 
 
 
 
 
※別紙を用いる場合
は、収入証紙貼付
票・受検票・入学願
書等受理証を含
む。 

Ⅰ 一般入学者選抜（別紙１） 
Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜（別紙２） 
Ⅲ 外国人の特別入学者選抜（別紙２） 
Ⅳ 中国等帰国生徒の特別入学者選抜（別紙２） 
Ⅴ 成人の特別入学者選抜（別紙３） 
Ⅶ 第２次募集（別紙５） 
Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜（別紙１、５） 
Ⅸ 秋季入学者選抜（別紙６） 
Ⅰ～Ⅷ（Ⅶの「第８ 追加募集」を除く。）については、原則として、イン

ターネット出願であるが、やむを得ない事情により、インターネット出願が
できない場合には、千葉県教育委員会ウェブページから所定の用紙（別紙  
１～３、５）を印刷する。また、Ⅸについても、同様に所定の用紙（別紙６）
を印刷する。 
なお、検査料は、県立高等学校においては千葉県収入証紙により、市立高

等学校においては当該市教育委員会が定める方法により、納付する。 
※別紙１～３、５は、インターネット出願によらない場合のみ用いる。 

⑵ 選抜ごとに必要 
な書類 

Ⅰ 志願理由書（様式３の⑴）、ただし、５教科の学力検査を実施する三部制
の定時制の課程を志願する場合は、志願理由書（様式３の⑴）、及び得点に
倍率をかける教科の申告書（様式２４）（当該三部制の定時制の課程におい
て、志願者が出願時に申告する３教科の得点にかける倍率を１倍と定めた
場合を除く。） 

Ⅱ 海外在住状況説明書（様式６） 
Ⅲ 外国人特別措置適用申請書（様式７の⑵）及び外国籍であることを証する
書類 

Ⅳ 中国等帰国生徒特別措置適用申請書（様式８） 
Ⅴ 成人の特別入学者選抜志願申請書（様式９） 
Ⅶ 誓約書（様式１６又は１７）ただし、三部制の定時制の課程を志願する
場合は、志願理由書（様式３の⑴）、及び誓約書（様式１６又は１７） 

Ⅷ 志願理由書（様式３の⑴）、ただし、「第２ 第２次募集」に出願する場
合は志願理由書（様式３の⑴）、及び誓約書（様式１６又は１７） 

Ⅸ 志願理由書（様式３の⑴） 
※１ Ⅰ、Ⅶ、Ⅷ及びⅨの「志願理由書」は、志願する高等学校が提出を 

求める場合に提出する。 
 ※２ Ⅲの「外国籍であることを証する書類」について、写しを提出する際

は、１１月又は１２月に実施される海外現地校出身者のための個別説明会
（別記５ 85ページ参照）にて、千葉県総合教育センタ―学力調査部の確認
を受けたものとする。なお、確認が受けられない場合は、志願先の高等学校
が原本を確認するものとする。 

⑶ 選抜結果通知用
封筒 

 Ⅶの「第８ 追加募集」及びⅨに出願する場合のみ提出する。１１０円切手
（料金改定があったときは、改定後の料金の切手）を貼った定形（長形３号）
の封筒に志願者の住所、氏名及び郵便番号を表記すること。 

⑷ 自己申告書  障害があることによって生ずる事柄等について説明することを希望する者
は、所定の様式（様式４）で作成し、志願者の氏名を表記した封筒に入れ、
封をして提出すること。 
また、原則として志願者本人が記入すること。 

⑸ 誓約書 入学後当該学区内から通学させる旨を証する保護者の誓約書（様式１５） 

⑹ 修了証明書・ 

成績証明書又は 

その写し 

 外国における当該生徒の在籍（出身）中学校長が発行した第９学年の修了
証明書及び成績証明書（成人の特別入学者選抜を志願する場合は、成績証明
書の提出を必要としない。）。 
 原則として、英語で記載されたものとする。英語で記載されたものを提出できな
い場合は、千葉県総合教育センター学力調査部まで問い合わせること。 
 また、写しを提出する際は、上記⑵の※２に準じる。 
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２ 第９５条第４号に該当する場合 

書  類  等 摘             要 

⑴ 入学願書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※別紙を用いる場合
は、収入証紙貼付
票・受検票・入学願
書等受理証を含
む。 

Ⅰ 一般入学者選抜（別紙１） 
Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜（別紙２） 
Ⅲ 外国人の特別入学者選抜（別紙２） 
Ⅳ 中国等帰国生徒の特別入学者選抜（別紙２） 
Ⅴ 成人の特別入学者選抜（別紙３） 
Ⅶ 第２次募集（別紙５） 
Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜（別紙１、５） 
Ⅸ 秋季入学者選抜（別紙６） 
Ⅰ～Ⅷ（Ⅶの「第８ 追加募集」を除く。）については、原則、インターネ

ット出願であるが、やむを得ない事情により、インターネット出願ができな
い場合には、千葉県教育委員会ウェブページから所定の用紙（別紙１～３、
５）を印刷する。また、Ⅸについても、同様に所定の用紙（別紙６）を印刷
する。なお、検査料は、県立高等学校においては千葉県収入証紙により、市
立高等学校においては当該市教育委員会が定める方法により、納付する。 
※別紙１～３、５は、インターネット出願によらない場合のみ用いる。 

⑵ 選抜ごとに必要 

な書類 

Ⅰ 志願理由書（様式３の⑴）、ただし、５教科の学力検査を実施する三部制

の定時制の課程を志願する場合は、志願理由書（様式３の⑴）、及び得点に

倍率をかける教科の申告書（様式２４）（当該三部制の定時制の課程におい

て、志願者が出願時に申告する３教科の得点にかける倍率を１倍と定めた

場合を除く。） 

Ⅱ 海外在住状況説明書（様式６） 
Ⅲ 外国人特別措置適用申請書（様式７の⑵）及び外国籍であることを証する
書類 

Ⅳ 中国等帰国生徒特別措置適用申請書（様式８） 
Ⅴ 成人の特別入学者選抜志願申請書（様式９） 

Ⅶ 誓約書（様式１６又は１７）ただし、三部制の定時制の課程を志願する

場合は、志願理由書（様式３の⑴）、及び誓約書（様式１６又は１７） 

Ⅷ 志願理由書（様式３の⑴）、ただし、「第２ 第２次募集」に出願する場

合は志願理由書（様式３の⑴）、及び誓約書（様式１６又は１７） 

Ⅸ 志願理由書（様式３の⑴） 

※ Ⅰ、Ⅶ、Ⅷ及びⅨの「志願理由書」は、志願する高等学校が提出を 

求める場合に提出する。 

⑶ 選抜結果通知用

封筒 

 Ⅶの「第８ 追加募集」及びⅨに出願する場合のみ提出する。１１０円切手

（料金改定があったときは、改定後の料金の切手）を貼った定形（長形３号）

の封筒に志願者の住所、氏名及び郵便番号を表記すること。 

⑷ 自己申告書 障害があることによって生ずる事柄等について説明することを希望する者

は、所定の様式（様式４）で作成し、志願者の氏名を表記した封筒に入れ、

封をして提出すること。また、原則として志願者本人が記入すること。 

⑸ 誓約書  入学後当該学区内から通学させる旨を証する保護者の誓約書（様式１５） 

⑹ 中学校卒業程度 

認定証明書 

 文部科学省発行の中学校卒業程度認定証明書 

⑺ 調査書  文部科学省発行の調査書 

成人の特別入学者選抜を志願する場合は、調査書の提出を必要としな

い。 
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 別記８  

学校教育法施行規則第９５条第１号又は第４号に該当する者が 

「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」に出願する場合の提出書類 
１ 第９５条第１号に該当する場合 

書  類  等 摘             要 

⑴ 入学願書 

※別紙を用いる場合

は、収入証紙貼付票・

受検票・入学願書等

受理証を含む。 

 「第１ 一期入学者選抜」及び「第２ 二期入学者選抜」に出願する場
合は、原則として、インターネット出願とする。やむを得ない事情により  
インターネット出願ができない場合並びに「第３ 三期入学者選抜」及び
「第４ 四期（秋季入学）入学者選抜」に出願する場合は、千葉県教育委
員会ウェブページから所定の用紙（別紙７）を印刷する。また、検査料    
９５０円は千葉県収入証紙により納付する。 

⑵ 誓約書 「第２ 二期入学者選抜」に出願する場合に提出する。 

 所定の様式（様式１６又は１７）で作成すること。 

⑶ 選抜結果通知用

封筒 

「第３ 三期入学者選抜」及び「第４ 四期（秋季入学）入学者選抜」

に出願する場合に提出する。 

１１０円切手（料金改定があったときは、改定後の料金の切手）を貼った

定形（長形３号）の封筒に志願者の住所、氏名及び郵便番号を表記すること。 

⑷ 志願理由書  所定の様式（様式３の⑴）で作成すること。 

⑸ 自己申告書 障害があることによって生ずる事柄等について説明することを希望する者

は、所定の様式（様式４）で作成し、志願者の氏名を表記した封筒に入れ、

封をして提出すること。また、原則として志願者本人が記入すること。 

⑹ 誓約書  入学後千葉県の区域内に居住する旨等を証する保護者の誓約書（様式１５） 

⑺ 修了証明書・成

績証明書又はその

写し 

 外国における当該生徒の在籍（出身）中学校長が発行した第９学年の修了 

証明書及び成績証明書。 

 原則として、英語で記載されたものとする。英語で記載されたものを提出できな

い場合は、千葉県総合教育センター学力調査部まで問い合わせること。 

 また、写しを提出する場合は、別記７の「１ 第９５条第１号に該当する場合」

の⑵の※２に準じる。 

２ 第９５条第４号に該当する場合 

書  類  等 摘             要 

⑴ 入学願書 
※別紙を用いる場合

は、収入証紙貼付票・

受検票・入学願書等

受理証を含む。 

 「第１ 一期入学者選抜」及び「第２ 二期入学者選抜」に出願する場
合は、原則として、インターネット出願とする。やむを得ない事情により  
インターネット出願ができない場合並びに「第３ 三期入学者選抜」及び
「第４ 四期（秋季入学）入学者選抜」に出願する場合は、千葉県教育委
員会ウェブページから所定の用紙（別紙７）を印刷する。また、検査料    
９５０円は千葉県収入証紙により納付する。 

⑵ 誓約書 「第２ 二期入学者選抜」に出願する場合に提出する。 

 所定の様式（様式１６又は１７）で作成すること。 

⑶ 選抜結果通知用

封筒 

「第３ 三期入学者選抜」及び「第４ 四期（秋季入学）入学者選抜」

に出願する場合に提出する。 

１１０円切手（料金改定があったときは、改定後の料金の切手）を貼った

定形（長形３号）の封筒に志願者の住所、氏名及び郵便番号を表記すること。 

⑷ 志願理由書  所定の様式（様式３の⑴）で作成すること。 

⑸ 自己申告書 障害があることによって生ずる事柄等について説明することを希望する者

は、所定の様式（様式４）で作成し、志願者の氏名を表記した封筒に入れ、

封をして提出すること。また、原則として志願者本人が記入すること。 

⑹ 誓約書  入学後千葉県の区域内に居住する旨等を証する保護者の誓約書（様式１５） 

⑺ 中学校卒業程度 

認定証明書 

 文部科学省発行の中学校卒業程度認定証明書 

⑻ 調査書  文部科学省発行の調査書 
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 別記９  

障害のある志願者の受検の配慮申請 

 

 障害のある志願者が各入学者選抜を受検するに当たって、特別な配慮が必要な場合の手続等は、次のと

おりとする。 

 なお、障害のある志願者の入学者選抜に当たっては、障害があることにより、不利益な取扱いをする

ことのないよう十分に留意する。 

１ 障害があることにより、特別な配慮が必要な志願者は、その内容について、在籍する中学校等を通じ

て、出願を検討している高等学校長に相談することができる。 

２ 受検に係る特別配慮申請書（様式２１）により、志願する高等学校の校長に申請することができる。

ただし、土曜日、日曜日、祝日、年末年始及び学校閉庁日を除く。なお、各選抜の本検査では、原則と

して志願する入学者選抜の願書等の受付開始日の１週間前までに、その他第２次募集等の選抜では、志

願する入学者選抜の願書等の受付開始日の前日までに行うこととする。 

３ 申請があった高等学校の校長は、志願者の在籍（出身）中学校等の校長と協議を行い、学力検査等の

公正さが保たれ、かつ、実施可能な範囲において、適切な措置を講ずることができる。ただし、学校 

教育法施行規則第９５条第１号又は第４号に該当する者については、原則として、協議を要さない。 

  なお、協議は、申請日から願書等の受付期間の最終日までに行うこととする。 

４ 特別の配慮を講ずる必要があると認めた当該高等学校の校長は、受検に係る特別配慮通知書（様式

２２）を願書等の受付後、検査等の実施日の前日までのできるだけ早い時期に当該志願者等へ原則とし

て送付する。 

５ このことに関連して、特別な事情がある場合には、高等学校の校長は当該教育委員会と協議する。 

６ 「Ⅰ 一般入学者選抜」、「Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜」、「Ⅵ 連携型高等学校の特別入

学者選抜」及び「Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」の「第１ 地域連携アクティブスク

ールの入学者選抜」において、検査開始直後、１０分程度で実施する国語学力検査の聞き取り検査及び

英語学力検査のリスニングテスト等、各高等学校で、校内放送施設を使って実施する全ての検査につい

ての配慮申請（難聴のため、自席で日常使用している補聴器を使用して受検を希望する場合も含む。）

も、上記１～５と同様とする。 
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 別記１０  

日本語指導が必要な者で学力検査問題等にルビ振りを必要とする志願者の配慮申請 

入国後の在日期間又は帰国後の期間が３年以内の日本語指導が必要な者が、「Ⅰ 一般入学者選抜」、

「Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜」、「Ⅳ 中国等帰国生徒の特別入学者選抜」、「Ⅴ 成人の特別

入学者選抜」、「Ⅵ 連携型高等学校の特別入学者選抜」、「Ⅶ 第２次募集」、「Ⅷ 地域連携アク     

ティブスクールの入学者選抜」、「Ⅸ 秋季入学者選抜」及び「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」におい

て、学力検査問題等にルビ振りを申請する場合の手続等は、次のとおりとする。 

なお、「入国後の在日期間又は帰国後の期間が３年以内」とは、原則として、入国又は帰国した日から

令和７年２月３日（月）までに３年が経過していない場合をいう。また、「日本語指導が必要な者」とは、

外国籍の者、外国籍であったが養子縁組や帰化等により日本国籍を得た者、海外現地校等で日本語の指導

を十分に受けることができなかった海外帰国生徒等をいう。 

１ 日本語指導が必要な者で検査問題（学校設定検査の作文等を含む。）にルビ振りを必要とする志願者

は、学力検査問題等のルビ振りに係る特別配慮申請書（様式２３の⑴又は⑵）及び外国籍であることを

証する書類（在留カード、特別永住者証明書又はこれに代わる書類）により、志願する入学者選抜の願

書等の受付開始日の一週間前までに志願する高等学校の校長に申請することができる。ただし、日本国

籍の者については、外国籍であることを証する書類の提出は、必要としない。また、土曜日、日曜日、

祝日、年末年始及び学校閉庁日を除く。 

２ 申請があった高等学校の校長は、志願者の在籍（出身）中学校等の校長と協議を行い、受検に係る特

別配慮通知書（様式２２）を願書等の受付後、検査等の実施日の前日までのできるだけ早い時期に当該

志願者等へ送付する。ただし、学校教育法施行規則第９５条第１号又は第４号に該当する者については、

協議を要さない。 

なお、協議は、申請日から願書等の受付期間の最終日までに行うこととする。 

３ このことに関連して、特別な事情がある場合には、高等学校の校長は当該教育委員会と協議する。 

 

 別記１１  

調査書及び学力検査等の結果の情報提供 
 
 「個人情報の保護に関する法律等に基づき千葉県教育委員会が取り扱う個人情報の保護に関する事務取

扱要綱」第３の９に基づき、令和７年度千葉県公立高等学校入学者選抜で高等学校の校長に提出された

調査書及び令和７年度千葉県公立高等学校入学者選抜の学力検査等の結果の情報提供を次のとおり

実施する。なお、市立高等学校にあっては、当該市教育委員会の定めるところによる。 
 
１ 提供場所 

  受検した高等学校 

２ 提供方法 

⑴ 調査書の閲覧及び写しの交付（複写機による。１枚１０円） 

⑵ 学力検査の総合得点及び教科別得点の閲覧 

⑶ 学校独自問題による検査の総合得点及び教科別得点並びにその他の検査（思考力を問う問題による

検査に限る。）の得点の閲覧 

３ 提供期間 

  各入学者選抜の入学許可候補者発表日の翌日から１か月間（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する

法律に規定する休日は除く。） 

⑴ 調査書 

ア「Ⅰ 一般入学者選抜」、「Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜」、「Ⅲ 外国人の特別入学 
者選抜」、「Ⅳ 中国等帰国生徒の特別入学者選抜」、「Ⅵ 連携型高等学校の特別入学者選抜」、
「Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」の「第１ 地域連携アクティブスクールの入学
者選抜」及び「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」の「第１ 一期入学者選抜」 

    令和７年３月５日（水）から４月４日（金）まで 
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  イ 「Ⅶ 第２次募集」、「Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」の「第２ 第２次募集」

及び「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」の「第２ 二期入学者選抜」 

     令和７年３月１７日（月）から４月１６日（水）まで 

  ウ 「追加募集」 

    入学許可候補者発表日の翌日から１か月間 

  エ 「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」の「第３ 三期入学者選抜」 

    令和７年４月１４日（月）から５月１３日（火）まで 

  オ 「Ⅸ 秋季入学者選抜」 

    令和７年８月２７日（水）から９月２６日（金）まで 

  カ 「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」の「第４ 四期（秋季入学）入学者選抜」 

    令和７年９月１０日（水）から１０月９日（木）まで 

⑵ 学力検査の総合得点及び教科別得点 

「Ⅰ 一般入学者選抜」、「Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜」、「Ⅵ 連携型高等学校の 
特別入学者選抜」及び「Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」の「第１ 地域連携アク
ティブスクールの入学者選抜」の学力検査の総合得点及び教科別得点 

     令和７年３月５日（水）から４月４日（金）まで 

⑶ 学校独自問題による検査の総合得点及び教科別得点並びにその他の検査（思考力を問う問題による 

検査に限る。）の得点 

  ア 「Ⅰ 一般入学者選抜」及び「Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」の「第１ 地域

連携アクティブスクールの入学者選抜」 

    令和７年３月５日（水）から４月４日（金）まで 

  イ 「Ⅶ 第２次募集」 

    令和７年３月１７日（月）から４月１６日（水）まで 

４ 提供時間 

⑴ 全日制の課程、三部制の定時制の課程（午前部・午後部）及び通信制の課程 

   午前９時から午後４時３０分まで 

⑵ 定時制の課程（三部制の定時制の課程（午前部・午後部）を除く。） 

   午後２時から午後７時まで 

    （ただし、学年末休業日及び学年始め休業日は午前９時から午後４時３０分までとする。） 

５ 提供の申出の方法及び実施 

⑴ 口頭により提供を申し出る。また、調査書の写しの提供を申し出る場合は、「写し等の交付申請書」

に必要事項を記入し、提出する。 

⑵ 申し出た者が受検した本人等であることの確認は、次のとおり行う。 

ア 申し出た者が受検した本人である場合には、高等学校の校長は、受検票等により、申し出た者が

受検した本人であることを確認した後、提供を行う。 

なお、受検票がない場合には、個人番号カード（表面）、運転免許証又は旅券等、官公庁（特殊

法人を含む。）が発行する写真のはり付けられた書類等の提示を求めるものとする。 

また、健康保険の被保険者証、国民年金手帳等の写真のはり付けられていない書類等の場合に

は、複数の書類等の提示を求めるものとする。 

イ 申し出た者が法定代理人である場合には、高等学校の校長は、申し出た者が受検した本人の承諾

を得ているかを確かめた上で、受検票等を確認し、受検した本人であることを確認する場合と同様

の書類等によって申し出た者が法定代理人本人であることを確認するほか、受検した本人が未成年

者又は成年被後見人であること及び申し出た者が親権者若しくは未成年後見人又は成年後見人であ

ることを明らかにする書類（提供の申出をする３０日以内に作成された戸籍謄本や後見登記事項証

明書等）の提示を求めるものとする。 

※ 詳細については「個人情報の保護に関する法律等に基づき千葉県教育委員会が取り扱う個人情報

の保護に関する事務取扱要綱」第３の３の⑵のア及びイを参照すること。 
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 別記１２  

 

入学者選抜における選抜・評価方法及び学習成績分布表の公表 
 
 千葉県情報公開条例第２６条及び第２７条並びに県政情報の公表に関する要綱第４条第１０号に基づき、
令和７年度千葉県公立高等学校入学者選抜における高等学校の選抜・評価方法及び令和７年度千葉県公立
高等学校入学者選抜で県教育長に提出された県内の公立中学校の学習成績分布表の公表を次のとおり実施
する。 
 
１ 選抜・評価方法の公表 
⑴ 公表場所及び公表方法 

     千葉県文書館行政資料室 
      閲覧及び写しの交付（複写機による。１枚１０円） 
⑵ 公表期間 
ア 「Ⅰ 一般入学者選抜」 

「Ⅱ 海外帰国生徒の特別入学者選抜」 
「Ⅲ 外国人の特別入学者選抜」 
「Ⅳ 中国等帰国生徒の特別入学者選抜」 
「Ⅴ 成人の特別入学者選抜」 
「Ⅵ 連携型高等学校の特別入学者選抜」 
「Ⅶ 第２次募集」「追加募集」 
「Ⅷ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」 

「第１ 地域連携アクティブスクールの入学者選抜」、「第２ 第２次募集」 
「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」 

「第１ 一期入学者選抜」、「第２ 二期入学者選抜」、「第３ 三期入学者選抜」 
    令和７年７月１日（火）から令和９年３月３１日（水）まで（日曜日、国民の祝日に関する法律

に規定する休日、年末年始、館内整理日及び特別整理期間は除く。） 
イ 「Ⅸ 秋季入学者選抜」及び「Ⅹ 通信制の課程の入学者選抜」の「第４ 四期（秋季入学） 入
学者選抜」 

    令和７年１１月１日（土）から令和９年３月３１日（水）まで（日曜日、国民の祝日に関する 
法律に規定する休日、年末年始、館内整理日及び特別整理期間は除く。） 

⑶ 公表時間 
午前９時から午後５時まで 

 
２ 学習成績分布表の公表 
⑴ 公表場所及び公表方法 

   ア  千葉県文書館行政資料室 
      閲覧及び写しの交付（複写機による。１枚１０円） 

イ 千葉県教育委員会のウェブページ 
    ＰＤＦ形式で掲載 
 ⑵ 公表期間 
  ア 千葉県文書館行政資料室 
    令和７年７月１日（火）から令和９年３月３１日（水）まで（日曜日、国民の祝日に関する法律 

に規定する休日、年末年始、館内整理日及び特別整理期間は除く。） 
イ 千葉県教育委員会のウェブページ 

     令和７年７月１日（火）から令和８年６月３０日（火）まで 
⑶ 公表時間 

  ア 千葉県文書館行政資料室 
     午前９時から午後５時まで 

イ 千葉県教育委員会のウェブページ 
サーバー稼働中は常時 
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 別記１３  

入学者選抜における専門家委員への意見聴取制度 
 

入学者選抜における専門家委員への意見聴取制度に関する要綱 
                                （令和５年１２月２０日制定）  
（目的） 
第１条 この要綱は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第９０条第１項の規定により、
高等学校の入学を、入学者選抜に基づいて校長が許可することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 入学者選抜における専門家委員への意見聴取制度は、千葉県公立高等学校入学者選抜において、募集
人員に満たない県立高等学校の校長が、より正確かつ適切な合否判定をするために、特に慎重に審議す
る必要があると判断した場合、選抜の資料等について、千葉県教育委員会が選定した外部の専門家（以
下「専門家委員」という。）から意見聴取できるようにすることを目的とする。 

（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
（１）募集人員に満たない県立高等学校 
   入学者選抜において、志願者数が募集人員に満たない県立高等学校及び入学許可候補者数が募集人

員に満たない可能性のある県立高等学校をいう。 
（２）合否判定 
   学校教育法施行規則第９０条第１項の規定により、調査書その他必要な書類、選抜のための学力検

査の成績等を資料として行う入学者の選抜に基づいて、校長が入学を許可すること又は不許可とする
ことをいう。 

（３）意見聴取制度（以下「本制度」という。） 
   入学者選抜の合否の判定過程において、調査書等の書類の審査、学力検査の成績及び学校設定検査

の結果等の選抜の資料等について、専門家委員の意見を聴取する機会を設けることができることをい
う。 

（４）専門家委員 
   別に定めた者の中から、千葉県教育委員会が選定したものをいう。 
（対象） 
第３条 本制度の対象となる高等学校の校長が必要であると判断した受検者又は千葉県教育委員会が必要
であると判断した受検者とする。ただし、本制度の実施対象となることについて同意しない者を除く。 

（時期） 
第４条 本制度により意見聴取を実施する時期は、次の各号とする。 
（１）当該選抜の検査実施後から判定会議前日まで 
（２）当該選抜の入学許可候補者の発表から１週間 
（聴取した意見の取扱い） 
第５条 専門家委員から意見聴取した校長は、当該意見を参考とし、改めて判定に必要な資料の内容を検
討することとする。 

（公開） 
第６条 本制度を実施した学校名、対象者氏名、専門家委員の氏名、学校から専門家委員に提示した資料、
専門家委員から聴取した意見については、全て非公開とする。 

（秘密の保持） 
第７条 この要綱の実施に関する事務に従事する職員（専門家委員を含む。）又はその職にあった者は、本
制度に関して職務上知ることのできた秘密を漏らしてならない。 

（補則） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、本制度について必要な事項は、教育振興部学習指導課長が別に定
めるものとする。 

   附  則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和６年１月１日から施行する。 
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実施要領 
（令和５．１２．２０千葉県教育庁教育振興部学習指導課制定） 
第１ 目的 
   入学者選抜における専門家委員への意見聴取制度に関する要綱（以下「要綱」という。）で定める入

学者選抜における専門家委員への意見聴取制度（以下「本制度」という。）の実施については、要綱に
定めるところによるほか、本実施要領に定めるところによるものとする。 

第２ 専門家委員及びその任期 
   専門家委員は、医師、大学教授、社会福祉士、青少年センター職員、国際交流センター職員等から、

千葉県教育委員会が選定する。 
   任期は、１年とする。 
第３ 対象となる学校 
 １ 志願者数が募集人員に満たない県立高等学校 
 ２ 志願者数は募集人員を満たしているが、入学許可候補者数が募集人員に満たなくなる可能性のある

県立高等学校 
第４ 制度の同意 
   要綱第３条の同意しない者とは、入学願書の当該箇所において、本制度の実施対象となることにつ

いて不同意を表明した者をいう。 
第５ 実施時期 
   意見聴取できる時期は、以下に示す選抜の検査実施後から判定会議前日まで及び入学許可候補者の

発表から１週間とする。 
 １ 本検査（追検査）、第２次募集、追加募集 
 ２ 通信制の課程の三期入学者選抜、四期（秋季入学）入学者選抜 
 ３ 三部制の定時制の課程の秋季入学者選抜 
第６ 実施方法 
 １ 校長が実施対象受検者を教育振興部学習指導課長（以下、「課長」という。）に電話で報告する。 
 ２ 報告内容により課長が専門家委員を選定する。 
 ３ 校長が資料を示し、専門家委員から意見聴取する。 
   なお、意見聴取は、原則対面とし、状況によりオンラインでの意見聴取も認める。 
 ４ 校長が専門家委員からの意見も参考に判定会議の内容を踏まえ合否判定する（入学許可候補者の発

表後に意見聴取した場合は、合否について再判定する。）。 
第７ 専門家委員への提示資料 
   提示できる資料は、次の１～５とし、いずれも受検者の受検番号、氏名、中学校名及び住所等の個

人情報を黒塗りする。 
 １ 調査書等の出願書類 
 ２ 受検者が志願する高等学校の校長に申請した書類 
 ３ 学力検査の成績 
 ４ 学校設定検査（面接、作文等）の結果 
 ５ その他、当該高等学校の校長、県教育委員会及び専門家委員が必要と認めた書類等 
第８ 意見聴取する内容 
 １ 資料に対する意見 
 ２ 学校生活における必要な支援に関する意見 
第９ 校長の責務 
 １ 本制度の同意の有無を入学者選抜の合否判定に影響させてはならない。 
 ２ 専門家委員から意見聴取する際、専門家委員に受検者の受検番号、氏名、中学校名及び住所等の個

人情報を伝えてはならない。 
 ３ 専門家委員から聴取した意見を当該受検者・保護者を含め他者に伝えてはならない。 
   ただし、当該校における選抜に関わる教職員等は除く。 
 ４ 入学許可候補者数が募集人員に満たなかった学校において、入学許可候補者とならなかった者及び

その保護者から、その理由について説明を求められた際、専門家委員への意見聴取の実施の有無につ
いて伝えること。 

   ただし、意見聴取した相手、内容等については伝えてはならない。 
   附則 
（施行期日） 
１ この実施要領は、令和６年１月１日から施行する。  
   附則 
  この実施要領は、令和６年９月１１日から施行する。  


